
厚生労働省職業安定局 

障 害 者 雇 用 対 策 課 

最近の障害者雇用の現状と課題 

平成２３年１１月 

参考３ 



  障害者数について 

 

  総数 

 

  在宅者 

施設入所者 
 

身体・知的障害 

者更生施設等入 

所者や入院患者 

18歳以上 

65歳未満 

身体障害児・者 ３６６．３ ３５７．６ １２３．６  ８．７ 

知的障害児・者 ５４．７ ４１．９ ２７．４  １２．８ 

精神障害者 ３２３．３ ２９０．０  １８０．９ ３３．３ 

総    計 ７４４．３ ６８９．５  ３３１．９  ５４．８ 

身体障害児・者のうち、在宅者は、厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１7年）、施設入所者は厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１8年）等、 
知的障害児・者のうち、在宅者は、厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成１７年）、施設入所者は厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１７年）等、 
精神障害者数は、厚生労働省「患者調査」（平成２０年） 

（単位：万人） 

○ 身体・知的・精神障害者の総数は約744万人。うち18歳以上65歳未満の在宅者は約332万人。 



障害者雇用促進法の概要 

【目的】 障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、職業リハビリテーションの措置等を通じて、障害 

     者の職業の安定を図ること。  
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事業主に対し、障害者雇用率に相当する人数の身体障害者・知的障害者の雇用を義務づける 
  民間企業 ………………………………………………1．8％ 

  国、地方公共団体、特殊法人等 ……………………2．1％ 

  都道府県等の教育委員会 ……………………………2．0％ 
 

 ※１ 大企業等において、障害者を多数雇用する等一定の要件を満たす会社（特例子会社）を設立した場合等、雇用率算定の特例も認めている。 
 ※２ 精神障害者（手帳所持者）については、雇用義務の対象ではないが、各企業の雇用率（実雇用率）に算定することができる。 
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事業主に対する措置 

障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図る 
 ○ 障害者雇用納付金（雇用率未達成事業主）    不足１人 月額５万円徴収  （適用対象：常用労働者200人超） 
 ○ 障害者雇用調整金（雇用率達成事業主）      超過１人 月額２万７千円支給（適用対象：常用労働者200人超）  
  ※１ 平成27年４月より100人を超える事業主に拡大。 
  ※２ この他、200人以下（平成27年４月より100人以下）の事業主については報奨金制度あり。 
   （障害者を４％又は６人のいずれか多い人数を超えて雇用する場合、超過１人月額２万１千円支給）   
  
 ・ 上記のほか、在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対する特例調整金・特例報奨金の制度がある。（在宅就業障害者支援制度） 

障害者を雇い入れるための施設の設置、介助者の配置等に助成金を支給 
 
  ・障害者作業施設設置等助成金 

  ・障害者介助等助成金             等  
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障害者本人に対する措置 
 

地域の就労支援関係機関において障害者の職業生活における自立を支援＜福祉施策との有機的な連携を図りつつ推進＞ 
 ○ ハローワーク（全国545か所） 
   障害者の態様に応じた職業紹介、職業指導、求人開拓等 

 ○ 地域障害者職業センター（全国47か所） 
   専門的な職業リハビリテーションサービスの実施（職業評価、準備訓練、ジョブコーチ等） 

 ○ 障害者就業・生活支援センター（全国3１１か所） 
   就業・生活両面にわたる相談・支援 

各
種 



障害者のうち、左記
に該当しない者 
  
 ・発達障害者 
 ・難治性疾患患者 
 等 

身体障害、知的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があるため、長期にわたり、職業生活
に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者           （法第2条第１号） 

障害者のうち、身体障害
がある者であって別表
（※１）に掲げる障害があ
るもの  
               （法第2条第2号） 

障害者のうち、知的障害
がある者であって省令
（※２）で定めるもの 
       （法第2条第4号） 
  

※知的障害者更生相談所等に
より知的障害があると判定され
た者 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

その他 

精神障害者保健 
福祉手帳所持者 

障害者雇用促進法における障害者の範囲、雇用義務の対象 

（雇用義務等に係る規定の精神障害者である労働者についての適
用に関する特例）  

事業主が精神障害者である労働者を雇用しているときにおける同
項（第43条第1項）の規定の適用については、・・・当該事業主が・・・

当該精神障害者である労働者の数に相当する数の身体障害者又
は知的障害者である労働者を雇い入れたものとみなす。 
                               （法第71条第１項） 
※当該規定における「精神障害者」は、法第69条の規定により「精神障害者保健福祉
手帳所持者」に限定している。 

事業主は、･･･その雇用する身体障害者又は知
的障害者である労働者の数が、その雇用する
労働者の数に障害者雇用率（※４）を乗じて得
た数以上であるようにしなければならない。  
                  （法第43条第1項） 

雇用義務の対象 実雇用率算定の対象 

障害者 

障害者のうち、精神障害がある者であって
省令（※３）で定めるもの （法第2条第6号） 
※次に掲げる者であって、症状が安定し、就労が可能
な状態にあるもの 

※①～③の手帳所持者
を除く。 

  ①統合失調症 
  ②そううつ病(そう    
   病･うつ病を含む) 
  ③てんかん 



  障害者雇用率制度の概要 

 

  身体障害者及び知的障害者について、一般労働者と同じ水準において常用労働者となり得る 

 機会を与えることとし、常用労働者の数に対する割合（障害者雇用率）を設定し、事業主等に 

 障害者雇用率達成義務を課すことにより、それを保障するものである。 

 

 
  ○ 一般民間企業における雇用率設定基準 
   
 

                       身体障害者及び知的障害者である常用労働者の数 

                           ＋  失業している身体障害者及び知的障害者の数 

      障害者雇用率  ＝          

                             常用労働者数  +  失業者数 
 

      ※ 短時間労働者は、１人を０．５人としてカウント。 

        ※ 重度身体障害者、重度知的障害者は１人を２人としてカウント。短時間重度身体障害者、重度知的障害者は１人としてカウント。      

        ※ 精神障害者については、雇用義務の対象ではないが、各企業の実雇用率の算定時には障害者数 に算入することができる。      

 

（参考） 現行の障害者雇用率 
    

 ＜国及び地方公共団体＞ 

    国、地方公共団体      ＝ ２．１％     

    都道府県等の教育委員会 ＝ ２．０％ 

＜民間企業＞ 

  一般の民間企業  ＝  １．８％ 

  特殊法人等     ＝  ２．１％  

○ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率 
 
   一般の民間企業の障害者雇用率を下回らない率をもって定めることとされている。 



○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）  
（一般事業主の雇用義務等）  
 
第四十三条 事業主（常時雇用する労働者（以下単に「労働者」という。）を雇用す 
 る事業主をいい、国及び地方公共団体を除く。以下同じ。）は、厚生労働省令で定  
 める雇用関係の変動がある場合には、その雇用する身体障害者又は知的障害者であ 
 る労働者の数が、その雇用する労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数（その数 
 に一人未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。第四十六条第一項にお 
 いて「法定雇用障害者数」という。）以上であるようにしなければならない。  
 
２ 前項の障害者雇用率は、労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、 
 安定した職業に就くことができない状態にある者を含む。第五十四条第三項におい 
 て同じ。）の総数に対する身体障害者又は知的障害者である労働者（労働の意思及 
 び能力を有するにもかかわらず、安定した職業に就くことができない状態にある身 
 体障害者及び知的障害者を含む。第五十四条第三項において同じ。）の総数の割合 
 を基準として設定するものとし、少なくとも五年ごとに、当該割合の推移を勘案し 
 て政令で定める。 
 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和３５年政令第２９２号） 
 
（障害者雇用率）  
 
第九条 法第四十三条第二項 に規定する障害者雇用率は、百分の一・八とする。 

参 照 条 文 
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障害者雇用の状況① 

○ 民間企業の雇用状況 実雇用率 1.65％ 法定雇用率達成企業割合 45.3％  

○ 法定雇用率には届かないものの、雇用者数は８年連続で過去最高。障害者雇用は着実に進展。 

 （平成23年6月1日現在） 

（注） 

（注）平成22年7月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、本年と前年までの数値を単純に 

   比較することは適当でない状況である。 



（注１）雇用義務のある56人以上規模の企業の集計 ※昭和52年～昭和62年までは67人以上、昭和63年～平成10年までは63人以上 
  ・身体障害者、知的障害者、重度身体障害者である短時間労働者、重度知的障害者である短時間労働者は１人カウント 
  ・重度身体障害者、 重度知的障害者は2人カウント 
  ・重度身体障害者である短時間労働者、重度知的障害者である短時間労働者は１人カウント 
  ・重度以外の身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である短時間労働者は0.5カウント  
（注２）障害者とは、次に掲げる者の合計である。 
        ～昭和62年 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 
  昭和63年～平成４年  身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、知的障害者 
  平成５年～平成17年  身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 
                重度身体障害者である短時間労働者、重度知的障害者である短時間労働者 
  平成18年～       身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）、精神障害者、 
                重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である短時間労働者（精神障害者である短時間労働者は0.5カウント） 
  平成23年～      身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）、精神障害者、 
                身体障害者、知的障害者又は精神障害者である短時間労働者（重度以外の身体障害者若しくは知的障害者又は精神障害者である 
                短時間労働者は0.5カウント）     
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（Ｓ63.4.1） 

（Ｓ10.7.1） 

  障害者雇用の状況② 

（注）平成22年7月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、23年と22年までの数値を単純に比較することは適当でない状況である。 



  企業規模別の障害者雇用状況 

  ○ 1000人以上規模の実雇用率には1.84％と、法定雇用率を達成。 
  ○ ただし、中小企業の取組みが遅れている。 
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※平成23年6月1日現在 

全体：45.3％ 

56～99人：43.1％ 

100～299人：47.0％ 

300～499人：45.0％ 

500～999人：44.3％ 

1,000人以上：49.8％ 

(56～99人) 
(1,000人以上) 

(全体) 

(500～999人) 

(300～499人) 

(100～299人) 

1.84 

1.65 

1.65 

 

1.57 

1.40 

1.36 (500～999人) 

(1,000人以上) 

(300～499人) 

（全体） 

(100～299人) 

(56～99人) 

49.8 

47.0 

45.3 
45.0 
44.3 

43.1 

（注）平成22年7月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、23年と22年までの数値を単純に 

   比較することは適当でない状況である。 



  「特例子会社」制度 

 障害者雇用率制度においては、障害者の雇用機会の確保（法定雇用率＝1.8％）は個〄の事業

主（企業）ごとに義務づけられている。 

 一方、障害者の雇用の促進及び安定を図るため、事業主が障害者の雇用に特別の配慮をした子

会社を設立し、一定の要件を満たす場合には、特例としてその子会社に雇用されている労働者を

親会社に雇用されているものとみなして、実雇用率を算定できることとしている。 

 また、特例子会社を持つ親会社については、関係する子会社も含め、企業グループによる実雇用

率算定を可能としている。 

〔特例子会社制度〕 〔グループ適用〕 

親会社 親会社 

関係会社 関係会社 

特例子会社 

特例子会社 

→特例子会社を親会社に合算して実
雇用率を算定 

→関係会社を含め、グループ全体を親会社に合算して実雇用
率を算定 

・意思決定機関の支配 

・役員派遣等 ・意思決定機関の支配 

・役員派遣等 

・意思決定機関の支配 

・営業上の関係、 

 出資関係又は 

 役員派遣等 

 

平成２３年３月末現在 ３０５社 平成２３年３月末現在 １４４グループ 

１．概要 



２．特例子会社によるメリット 

(1) 事業主にとってのメリット 
 

○ 障害の特性に配慮した仕事の確保・職場環境の整備が容易となり、これにより障 
  害者の能力を十分に引き出すことができる。 
○ 職場定着率が高まり、生産性の向上が期待できる。 
○ 障害者の受け入れに当たっての設備投資を集中化できる。 
○ 親会社と異なる労働条件の設定が可能となり、弾力的な雇用管理が可能となる。 
 
(2) 障害者にとってのメリット 
 

○ 特例子会社の設立により、雇用機会の拡大が図られる。 
○ 障害者に配慮された職場環境の中で、個〄人の能力を発揮する機会が確保される。 

３．雇用状況 

14.6.1 15.6.1 16.6.1 17.6.1 18.6.1 19.6.1 20.6.1 21.6.1 22.6.1 23.6.1 

特例子会社数
(社） 

119 129 153 174 195 219 242 265 283 319 

 障害者数
（人） 

5,376  5,760  6,861  7,838  9,109.0  10,509.5  11,960.5  13,306.0  14,562.5 16429.5 

  うち身体 4,268  4,425  5,078  5,629  6,127  6,639 7,107 7,470 7,752 8168.5 

  うち知的 1,108  1,335  1,783  2,209  2,932  3,721 4,612 5,478 6,356 7594.5 

  うち精神 - - - - 50.0  149.5  241.5  358.0  454.5 666.5 

障害者数（人） 
【実人員】 

(3,205) (3,491) (4,186) (4,853) (5,695) (6,650) (7,679) (8,635) （9,516） (10,883） 



  

法定雇用率 実雇用率 雇用率達成割合 

国 

２.１ ２.２４  １００（39／39機関） 
 

厚生労働省 〃 ２．４９ － 

               知事部局 

        その他の機関 
２.１ 

２.４３ 

２.２３ 

 １００  （47／47） 
 ８６.４ （95／110） 

 市町村 ２.１ ２.２３  ８３.７（1,970／2,353） 

                    都道府県 

          市町村 
２.０ 

１.７５ 

１.８６ 

 ２９.８  （14／47） 
 ８７.０  （80／92） 

○ 民間企業に率先垂範する立場にも関わらず、都道府県教育委員会に未達成機関が多数。 

都道府県 

教育委員会 

公的機関の障害者雇用状況 

（％） 



障害者雇用納付金制度について 

未達成企業 達成企業 

未達成企業 達成企業 

「調整金」の支給 

「報奨金」の支給 
 （中小企業200人以下） 

「納付金」の徴収 
【超過1人当たり 月額2万7千円】 

【超過1人当たり 月額2万1千円】 

【不足1人当たり 月額5万円】 

法定雇用率（※） 
相当数 

雇用障害者数 

※ 障害者雇用促進法に基づき、尐なくとも5年ごとに労働者及び失業者並びに障害者数の総数の割合の 

  推移を勘案して政令で設定。 

 雇用率未達成企業（常用労働者200人超）から納付金を徴収し、雇用率達成企業 

などに対して調整金、報奨金を支給するとともに、各種の助成金を支給。 

「助成金」の支給 
 （設備等に対し） 

納
付
金
を 

徴
収 

調
整
金
を
支
給 

その他 



障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

○ 障害者作業施設設置等助成金 

   障害者が作業を容易に行うことができるよう配慮された作業施設等(知的障害者等の作業能力に合わせた改造や 

 安全装置の取り付けがなされた設備等）の設置・整備・賃借を行う事業主に支給（障害者1人につき上限450万円 

 （作業施設の設置）等） 
 
○ 障害者福祉施設設置等助成金   

   障害者である労働者の福祉の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給食施設等の 

  福利厚生施設の整備を行う事業主に支給（障害者1人につき上限225万円） 

  
障害者が作業を容易に行えるような施設の設置・整備を行った場合の助成措置  

  障害者を介助する者等を配置した場合の助成措置  

○ 障害者介助等助成金 

   適切な雇用管理のために必要な介助者等の配置・委嘱 

 を行う事業主に支給（職業コンサルタントの配置1人につ 

 き月15万円等）   

  職場適応援助者による援助を行った場合の助成措置 

○ 職場適応援助者助成金 

   職場適応援助者による援助の事業を行う場合（福祉施設型）や、事業主が障害者である労働者の雇用に伴い  

  必要となる援助を行う職場適応援助者の配置を行う場合（事業所型）に支給（日額14,200円等（福祉施設型）等） 

  通勤の配慮を行った場合の助成措置 

  

○ 重度障害者等通勤対策助成金 

   障害者の通勤を容易にするための措置を行 

 う事業主等に支給（通勤援助者の委嘱1人に
つき１回2，000円等） 

能力開発を行った場合の助成措置 

○ 障害者能力開発助成金 

   障害者の職業に必要な能力を開発し、向上させるための能力開発訓練事業を行う事業主等が、能力開発訓  

 練のための施設・設備の整備を行う場合等に支給（上限2億円（施設設置）等）  



  職業リハビリテーションの実施体制の概要 

 障害者一人ひとりの特性に配慮した職業指導、職業紹介等の職業リハビリテーションを、医療・保健
福祉・教育等の関係機関の連携のもとに実施。  

１ 公共職業安定所（ハローワーク） 〔５４５カ所〕 
  就職を希望する障害者の求職登録を行い（就職後のアフターケアまで一貫して利用）、専門職員や  

 職業相談員がケースワーク方式により障害の種類･程度に応じたきめ細かな職業相談・紹介、職 

 場定着指導等を実施 

 

 

２ 障害者職業センター  

 ○  障害者職業総合センター〔１カ所〕 
    高度の職業リハビリテーション技術の研究・開発、専門職員の要請等の実施 
 ○  広域障害者職業センター〔２カ所〕 
    障害者職業能力開発校や医療施設等と密接に連携した系統的な職業リハビリテーションの実施 

 ○  地域障害者職業センター〔各都道府県〕 
    障害者に対して、職業評価、職業指導、職業準備訓練、職場適応援助等の専門的な職業リハビ 
   リテーション、事業主に対する雇用管理に関する助言等を実施 
 
 
３ 障害者就業・生活支援センター (都道府県知事が指定した社会福祉法人、NPO法人等が運営） 

〔３１１センター〕  

  障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面 

 及び生活面における一体的な相談支援を実施 



  ハローワークにおける障害者の雇用促進のための取組 

１ 雇用率達成指導の強化 
 ○ 雇入れ計画期間及び公表猶予基準の見直し 
   ・雇入れ計画期間の短縮（３年→２年） 
   ・公表猶予基準の見直し 
   ※ 平成２４年１月１日以降適用 
  

２ 障害者に対する職業紹介等の充実 
  ・ 相談・支援体制の充実・強化（「就職支援ナビゲーター（障害者支援分）」の配置等） 
  ・ 各種の雇用支援策の活用（トライアル雇用、ジョブコーチ支援等） 
  ・ 関係機関との連携の強化（地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等）  
  ・ 定着指導 等 
  

３ 事業主に対する障害者雇用促進のための取組 
  ・ 雇用率達成指導と結びついた職業紹介の実施 
  ・ 障害者向けの求人開拓の実施（一般求人から障害者求人への転換を含む。） 
  ・ 各種助成金制度の活用 
  ・ 定着指導  等   
          



ハローワークにおける障害者の職業紹介状況 

 ○ 平成22年度は、就職件数・新規求職者数ともに前年度から増加。   
 ○ 特に、就職件数は初めて５万件を超え、過去最高を更新。 
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ハローワークにおける障害種別の職業紹介状況① 

知的障害者 身体障害者 
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ハローワークにおける障害種別の職業紹介状況② 

精神障害者 その他障害 
（発達障害、難病など） 
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企業 

○障害者団体、障害者支援団体 

○地域障害者職業センタヸ 

○障害者就業･生活支援センタヸ 

○職業能力開発校 

○障害者地域生活支援センタヸ 

○福祉事務所  等 

  ヷ専門援助部門が担当 

 ヷ就労支援コヸディネヸタヸを 
   配置し、関係機関と調整 

主査：ハロヸワヸク職員 

 市町村・専門機関の職員 

就職を希望している 

福祉施設利用者等 

障
害
者
就
労
支
援
チ
ー
ム 

就
労
支
援
計
画
の
作
成 

チ
ー
ム
構
成
員
が
連
携

し
て
支
援
を
実
施 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ 

就職に向けた取り組み 就 職 
職場定着 

職業生活
の安定 

就労支援・生活支援 職場定着支援・就業生活支援 

障害者就労に向けたハローワークを中心とした「チーム支援」  

○ 福祉施設等の利用者をはじめ、就職を希望する障害者一人ひとりに対して、 

 ハローワーク職員（主担当）と福祉施設等の職員、市町村の職員等がチームを 

 結成し、就職から職場定着まで一貫した支援を実施（平成18年度から実施） 

    

○授産･更正施設、小規模作業所 

○医療ヷ保健ヷ福祉機関 

○特別支援学校 

○精神障害者社会適応訓練事業  

 の協力事業所 等 

 副主査：福祉施設等職員 

 

  【22年度実績】 

    支援対象者数 16,682人 

      就職者数   8,554人 

      就職率    51.3％ 



  
「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり 

～障害者試行雇用事業～ 

 

○ 期 間 

   ３か月間を限度（ハローワークの職 

   業紹介により、事業主と対象障害 

   者との間で有期雇用契約を締結） 

 

○ 奨励金 

   事業主に対し、トライアル雇用者 

   １人につき、月４万円を支給 

 

○ 対象者 （23年度） 

     9,000人 

 

○ 実 績 （22年度） 

      開始者数  10,650人 

      常用雇用移行率 86.4％ 

不安の解消・
軽減 

 障害者雇用の取組が遅れている事業所では、障害者雇用の経験が乏しいために、障害者に合った職域開発、雇用管理等のノ
ウハウがなく、障害者雇用に取り組む意欲があっても雇い入れることに躊躇する面もあります。 

 また、障害者の側でも、これまでの雇用就労経験が乏しいために、「どのような職種が向いているかが分からない」、「仕事に耐
えられるだろうか」といった不安があります。 

 このため、障害者を短期の試行雇用（トライアル雇用）の形で受け入れることにより、事業主の障害者雇用のきっかけをつくり、
一般雇用への移行を促進することを目指します。  

トライアル雇用 

（３か月間の有期雇用） 

不安 

不安 

障害者 

事業主 

常
用
雇
用 

障害に応じた職場
の配慮事項が分か
らない 

どのような仕事
を担当させれば
よいか分からな
い 

身体障害者は雇用しているが、知的
障害者を雇用するのは初めて 

障害者への接し
方、雇用管理が分
からない 

どのような仕事
が適職か分か
らない 就職は初めてなので、

職場での仕事に耐え
られるのか不安 

訓練を受けたこ
とが実際に役立
つか不安 



  

  地域障害者職業センターは、公共職業安定所等の地域の就労支援機関との密接な連携のもと、障害者に対する 

 専門的な職業リハビリテーションを提供する施設として、全国４７都道府県（ほか支所５か所）に設置。 

○ 職業評価 
  就職の希望などを把握した上で、職業能力等を評価し、それらを基に就職して職場に適応するために必要な支援内容・方法 

 等を含む、個人の状況に応じた職業リハビリテーション計画を策定。 
 

○ 職業準備支援 
  ハローワークにおける職業紹介、ジョブコーチ支援等の就職に向かう次の段階に着実に移行させるため、センター内での作 

 業体験、職業準備講習、社会生活技能訓練を通じて、基本的な労働習慣の体得、作業遂行力の向上、コミュニケーション能 

 力・対人対応力の向上を支援。 
 

○ 職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業 
  障害者の円滑な就職及び職場適応を図るため、事業所にジョブコーチを派遣し、障害者及び事業主に対して、雇用の前後 

 を通じて障害特性を踏まえた直接的、専門的な援助を実施。  
 

○ 精神障害者総合雇用支援 
  精神障害者及び事業主に対して、主治医等の医療関係者との連携の下、精神障害者の新規雇入れ、職場復帰、雇用継続 

 のための様〄な支援ニーズに対して、専門的・総合的な支援を実施。 
 

○ 事業主に対する相談・援助 
  障害者の雇用に関する事業主のニーズや雇用管理上の課題を分析し、事業主支援計画を作成し、雇用管理に関する専門 

 的な助言、援助を実施。 
 

○ 地域の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する助言・援助等の実施 
  障害者就業・生活支援センターその他の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する技術的事項についての助言・援 

 助を行うほか、関係機関の職員等の知識・技術等の向上に資するため、マニュアルの作成及び実務研修等を実施。 

地域障害者職業センターの概要 

障害者一人ひとりのニーズに応じて、職業評価、職業指導、職業準備訓練及び職場適応援助等の各種の職業リ

ハビリテーションを実施するとともに、事業主に対して、雇用管理に関する専門的な助言その他の支援を実施。 



  職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援 

◎支援内容 

事 業 主 
(管理監督者ヷ人事担当者) 

ジョブコヸチ 

障 害 者 

同僚 

同僚 

上司 家族 

ヷ 障害の理解に係る社内啓発 

ヷ 障害者との関わり方に関する助言 

ヷ 指導方法に関する助言 
ヷ安定した職業生活を送るための家族の 
 関わり方に関する助言 

ヷ障害特性に配慮した雇用管理に関する助言 
ヷ配置、職務内容の設定に関する助言 

ヷ業務遂行力の向上支援 
ヷ職場内コミュニケヸション能力の向上支援 
ヷ健康管理、生活リズムの構築支援 

◎標準的な支援の流れ 

 

不適応課題を分析し、 

集中的に改善を図る 

  

 週３～４日訪問 

 

支援ﾉｳﾊｳの伝授やｷｰﾊﾟｰｿﾝ

の育成により、支援の主体

を徐々に職場に移行 

    週１～２日訪問 

 

数週間～数ヶ月 

に一度訪問 

移行支援 集中支援 
フォロヸ
アップ 

支援期間１～７ヵ月（標準２～４ヵ月）（地域センタヸの場合）  

◎ジョブコーチ配置数（２３年３月末現在） 

計１，１４２人 地域センターのジョブコーチ    ３０６人
第１号ジョブコーチ（福祉施設型） ７４４人
第２号ジョブコーチ（事業所型）   ９２人 

支援対象者数  ３，３０２人 

職場定着率（支援終了後６ヶ月）  ８７．６％ 
   （支援終了後６ヵ月：21年10月～22年９月までの支援修了者の実績） 

◎支援実績（２２年度、地域センター） 

 障害者の職場適応を容易にするため、職場にジョブコーチを派遣し、 

 ・ 障害者に対する業務遂行力やコミュニケーション能力の向上支援 

 ・ 事業主や同僚などに対する職務や職場環境の改善の助言を実施 



  障害者就業・生活支援センター 

業務の内容  就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要
とする障害のある方に対し、センタヸ窓口での
相談や職場ヷ家庭訪問等を実施します。 

＜就業面での支援＞ 

○ 就業に関する相談支援 

 ヷ 就職に向けた準備支援（職業準備訓練、 

  職場実習のあっせん） 

 ヷ 就職活動の支援 

 ヷ 職場定着に向けた支援 

○ 障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ  

 た雇用管理についての事業所に対する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

＜生活面での支援＞ 

○ 日常生活ヷ地域生活に関する助言 

 ヷ 生活習慣の形成、健康管理、金銭管理 

  等の日常生活の自己管理に関する助言 

 ヷ 住居、年金、余暇活動など地域生活、 

  生活設計に関する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

設置箇所数 

 
２３年１１月現在 ３１１センタヸ 

雇用と福祉のネットワヸク 
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相談 

地域障害者 

職業センタヸ 

専門的支援 
の依頼 

生活支援 
（生活支援担当者1名） 

就業支援 
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事業主 
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自立ヷ安定した職業生活の実現 

技術的支援 

就労移行支援
事業者等 

 

基礎訓練の 

あっせん 

対象者の送
り出し 

  【22年度実績】  対象者数  78,063人  

             就職件数  10,266件    就職率 56.5％ 

 障害者の身近な地域においては、就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う 

  「障害者就業・生活支援センター」の設置を拡充 

 平成14年度 21センタヸ（14年5月事業開始時）→ 23年度 322センタヸ（予定） 



 

 

 

 

 

 
障害者雇用のための助成措置 

障害者試行雇用 

（トライアル雇用）事業 

・ 障害者雇用への不安を解消するため、ハローワークの紹介により障害者に対し３か月の試行雇用を行う事業主に対
し助成。障害者1人につき、月4万円の奨励金を支給。 
 平成22年度 開始者数10,650人／常用雇用移行率86.4％   

精神障害者等 

ステップアップ雇用 

・ 精神障害者等を短時間就労から始め、仕事や職場への適応状況をみながら、就業時間を伸ばしていく「ステップアッ
プ雇用」を実施した事業主に対し助成。精神 障害者等1人につき月2万5千円の奨励金を支給。 
 
 平成22年度 開始者数341人／常用雇用移行率 45.2％   

特定求職者雇用開発助成金 
・ ハローワーク等の紹介により障害者を雇用する事業主に対し助成。 

 平成22年度 支給件数110,154件（全体）（障害者分31,954件） 
 

 

難治性疾患患者雇用開発 

助成金 
・ 難病のある人をハローワークの紹介により雇い入れ、雇用管理に関する事項を把握・報告する事業主に対し助成。   
  平成22年度 支給件数133件／雇入れ件数136人  

重度障害者等多数雇用施設
設置等助成金 

・ 重度障害者を多数雇い入れ、地域の障害者雇用の促進に資する取組に関する計画を提出し、当該計画が他の計画
に比して著しく優れていると認められる事業主に対し、当該障害者のための施設設置等に要した費用の一部を助成。
【23年度新規事業】 

障害者初回雇用奨励金 

（ファースト・ステップ奨励金） 
・ 障害者雇用の経験がない中小企業で、初めて障害者を雇用した場合、100万円を支給。 

 平成22年度 支給件数240件   

精神障害者雇用安定奨励金 
・ カウンセリング等を行う専門家を雇うなど、新規雇用した精神障害者や在職中の精神障害者が働きやすい職場づくり
を行った事業主に対し、その費用の一部を助成。 
 平成22年度  支給件数1件／利用届提出件数14件   

 

 

特例子会社等 

設立促進助成金 
・ 特例子会社または重度多数雇用事業所を設立し、障害者を10人以上雇用した場合に助成。 

 平成22年度 支給件数16件／新規雇用障害者数252人  

職場支援従事者配置助成金 
・ ハローワーク等の紹介により重度知的障害者又は精神障害者を雇い入れ、職場支援従事者の配置を行う事業主に
対し助成。【23年度新規】 

発達障害者雇用開発助成金 
・ 発達障害者をハローワークの紹介により雇い入れ、雇用管理に関する事項を把握・報告する事業主に対し助成。 
  平成22年度 支給件数26件／雇入れ件数36人   

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

問い合わせ先： ①、② ハローワーク ／③～⑩ ハローワーク、労働局 


